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第２ 業務の目的・内容に関する事項 

 

１．プロジェクトの背景 

マラウイはアフリカ大陸の南部に位置し、タンザニア、モザンビーク、ザンビアの

３ヵ国に囲まれた内陸国である。内陸に位置するマラウイでは、航空関連施設整備が

同国の経済成長を支える交通モードの一つに位置付けられている。首都リロングウェ

の北方約 30km、標高 1,200m に位置するマラウイ最大の国際空港であるリロングウェ

県カムズ国際空港は、同国の空の玄関口として重要な役割を担っており、滑走路１本

（3,540m×45m）、旅客ターミナルビル１棟、貨物ターミナルビル１棟、駐機場 14 機

分を備える。 

同空港は、1982 年に有償資金協力事業により整備・開港され、以降、無償資金協力

や技術協力を通じた継続的な支援を行っている。2009 年のマラウイ運輸公共事業省航

空局の調査によると、同空港の旅客取扱容量は年間最大約 30 万人であるのに対し、

旅客数は 2012 年において約 23 万人に達し、2015 年には 30.7 万人、2025 年には 46.2

万人となることが見込まれている。そのため、旅客ターミナルビル拡張及び設備増強

とともに、建設後 30 年が経過する旅客ターミナルビル本体の損傷や設備の劣化が生

じており、効率的な空港運営や利用者の安全確保に係る改修が必要な状況にある。 

同国の運輸セクターは同国の中期国家開発計画「第二次マラウイ成長開発戦略

（Malawi Growth and Development StrategyⅡ）」における 9 つの優先課題の一つに

挙げられており、特に旅客ターミナルビルの旅客取扱容量の向上、効率化及び安全性

確保が重要戦略として掲げられている。こうした状況を受け、マラウイ政府はリロン

グウェカムズ国際空港における旅客ターミナルビル拡張及び設備増強につき、我が国

に無償資金協力の実施を要請した。 

我が国の対マラウイ国別援助方針（平成 24 年 4 月）における重点分野としても「農

業・鉱業などの産業育成のための基盤整備」として運輸交通分野の支援が挙げられて

いる上、JICA 国別分析ペーパーにおいても「産業基盤の整備」が重点課題とされてお

り、本事業はこれらの方針・分析に合致するものである。 

本業務は、要請案件の必要性及び妥当性を確認するとともに、無償資金協力案件と

して適切な概略設計、事業計画の策定、概略事業費の積算を目的として実施する。 

 

２．プロジェクトの概要 

（１）プロジェクト目標 

リロングウェカムズ国際空港の旅客取扱容量の拡大、航空機運航の効率性及び安全

性が確保される。 

 

（２）プロジェクトの成果 

リロングウェカムズ国際空港の旅客ターミナルビルの改修・拡張・修繕と、航空機

運航の効率化及び安全性向上に関連する機材が整備される。 

 

（３）プロジェクトの概要 

 施設・機材 

1. 旅客ターミナルビルの改修・拡張・修繕 

1-1 屋根の修繕 

1-2 天井の修繕 
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1-3 配管の修繕 

1-4 電気設備の修繕 

1-5 到着ホールの拡張 

1-6 出発ホールの拡張 

1-7 ターミナル前面の拡張 

1-8 手荷物搬送システムの設置 

1-9 高所作業車の設置 

1-10 ビームリフターの設置 

1-11 衛生設備の修繕 

1-12 館内放送システムの設置 

1-13 フライト表示システムの設置 

1-14 チェックインシステムの設置 

1-15 送迎デッキフェンスの設置 

1-16 集中型冷却システムの設置 

2. 機内食設備のアップグレード 

2-1 機内食ハイローダーの設置 

2-2 冷蔵室の更新 

2-3 厨房機材の更新 

2-4 洗濯機材の更新 

3. 空港監視システムの整備 

3-1 ターミナル監視カメラの設置 

3-2 空港場周監視カメラの設置 

3-3 太陽光発電施設監視カメラシステムの設置 

3-4 場周電気柵の設置 

4. 地上支援機材の更新 

5. 空港高圧配電システムの補修 

6. 放送型自動従属監視システム（ADS-B）の設置 

 

（４）対象地域（サイト） 

リロングウェカムズ国際空港 

 

（５）関係官庁・機関 

実施機関：運輸公共事業省航空局（Department of Civil Aviation：DCA, Ministry 

of Transport and Public Works） 

 

（６）本プロジェクトに関連する我が国の主な援助活動・他ドナー等の援助活動 

１）我が国の援助活動 

ア）有償資金協力 リロンゲ新国際空港建設事業（1978年） 

イ）無償資金協力  カムズ国際空港航空航法システム改修計画(2011-2012年) 

太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画 

（2010-2013年） 

ウ）技術協力    航空管制人材育成プロジェクト（2014年-2016年） 

 

２）他ドナー等の援助活動 
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ア）アフリカ経済開発アラブ銀行及び石油輸出国機構 

リロングウェカムズ国際空港における滑走路、誘導路、エプロンの舗装が改

修事業（2011年） 

イ）中国 

リロンゲ国際空港のVIPビル増築工事（2012年） 

ウ）欧州投資銀行（EIB) 

リロングウェカムズ国際空港及びチレカ国際空港における安全に係る投資

優先度調査（2013年） 

 

３．業務の目的 

一般無償資金協力の活用を前提とし、プロジェクトの背景、目的及び内容を把握し、

効果、技術的・経済的妥当性を検討の上、協力の成果を得るために必要かつ最適な事

業内容・規模につき概略設計を行う。また、概略設計に基づく概略事業費の積算を行

うとともに、プロジェクトの成果・目標を達成するために必要な相手国側分担事業の

内容、実施計画、運営・維持管理等の留意事項等を提案することを目的とする。 

 

４．業務の範囲 

本業務は、マラウイから要請のあった「リロングウェカムズ国際空港旅客ターミナ

ルビル改修計画」について、「３．業務の目的」を達成するため、「５．実施方針及び

留意事項」を踏まえつつ、「６．業務の内容」に示す事項の調査を実施し、「７．成果

品等」に示す報告書等を作成するものである。また、原則として、現地調査において

JICA がマラウイ側と合意する協議議事録に基づいて実施するものとする。 

 

５．実施方針及び留意事項 

（１）現地調査の実施方針 

本調査においては、①概略設計や報告書案の作成等に必要な調査、協議、情報収集

を行うための現地調査、②報告書案を先方関係者に説明・協議し、基本的了解を得る

ための現地調査の２回の現地調査を予定している。また、それぞれの現地調査に際し

ては、JICAから調査団員を参加させることを想定している。 

 

（２）計画内容の確認プロセス 

本調査は、我が国が無償資金協力として実施することが適切と判断される計画を策

定することを目的の一つとしているため、計画内容の策定に当たっては調査の過程で

随時十分にJICAと協議すること。計画の策定においてはJICAと協議を密に行い、特に

最低限、以下の段階においては日本側関係者が出席する会議において内容を確認・報

告することとする。 

１）第 1回現地調査派遣前 

調査方針、調査計画等を確認する。 

２）第１回現地調査帰国後 

現地調査の帰国後10日以内に現地調査結果概要を作成し、帰国報告会にて説

明する。また、帰国後30日以内を目処に設計・積算方針会議を開催し、設計・

積算の方向性を確認する。 

３）第２回現地調査（準備調査報告書（案）説明）派遣前 

「準備調査報告書（案）」に基づき、事業の内容を確認する。 
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４）第２回現地調査（準備調査報告書（案）説明）派遣後 

JICAからの求めがあった場合、マラウイ側と合意済みの準備調査報告書（案）

に基づき、事業の内容を報告する。 

 

（３）空港業務を妨げない現状調査の実施 

運用中の空港において現状調査等を行う必要となるため、マラウイ航空局と密接な

連携を図り、空港業務を妨げることなく円滑な調査を行うよう十分に調整する。 

 

（４）機材・施設の軍事的用途への使用回避の確認 

本事業で建設される施設及び調達される機材は軍事利用に供するものでないこと

をマラウイ側と確認・合意する。 

 

（５）準備調査報告書の公表の確認 

準備調査報告書は、本業務終了後に事業費の積算結果を除く内容を公表するととも

に、本事業に関する業者契約終了後に事業費積算結果を含む全内容を公表することを

マラウイ側に説明し、問題の無いことを確認する。 

 

（６）環境社会配慮 

本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月）（以下、

「JICA環境ガイドライン」）に掲げる空港セクターのうち大規模な改修・整備には該

当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと想定される。また、同ガイドライ

ンに掲げる「影響を及ぼしやすい特性及び影響を受けやすい地域」にも該当しないた

め、環境カテゴリBに分類される。 

要請書においてはマラウイ側によるEIA及びIEEの実施は不要とされているが、その

根拠規程とともに、工事中及び供用時の周辺環境への影響の有無や詳細に関する確認

を行う。また、関係機関の協力同意及び関係者で構成される委員会の有無・要否・現

状についての確認を行う。 

また、社会状況の把握として、カムズ国際空港周辺地域の貧困及びジェンダー関連

データに関する既存資料を収集・整理する。 

 

（７）燃料の調達事情調査 

 プロジェクトの実施に必要なガソリン等の燃料調達に関する状況についての確認

を行い、燃料の安定的な調達が困難である（単価高騰を含む）と判断される場合には、

その対応方法についての検討を行う。 

 

（８）ジェンダー主流化促進 

 対象サイトでの調査・設計を進めるにあたり、女性や子供等の社会的弱者への配慮

を行うこととする。 

 

（９）安全対策 

 施工中及び供用後運用時の双方の段階での安全対策についての十分な検討を行う

こととする。特に、旅客ターミナルビル拡張に伴う空港敷地内の道路線形や歩行者の

保護については十分な配慮を行う。 
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６．業務の内容 

（１）インセプション・レポートの作成 

要請書及び関連資料の分析・検討を行い、プロジェクトの全体像を把握する。併せ

て、調査全体の方針・方法を検討した上で現地調査項目を整理し、調査計画を策定す

る。また、上記の作業を踏まえてインセプション・レポート及び質問票を作成する。 

 

（２）インセプション・レポートの説明・協議 

 JICA が派遣する調査団員と協力し、インセプション・レポート（調査方針、調査計

画、便宜供与依頼事項、我が国無償資金協力制度等）を先方政府関係者に説明し、内

容について協議・確認する。 

 

（３）プロジェクトの背景・経緯の確認 

１）マラウイにおける政府開発計画（「長期国家開発計画（Vision 2020）」、マラウ

イ成長開発戦略（Malawi Growth and Development Strategy ll）」）、航空分野

の開発計画等を確認する。 

２）マラウイにおける航空分野の現状・課題やリロングウェカムズ国際空港におけ

る航空機・旅客数・貨物取扱量の現況と将来予測値等について十分な調査・分

析を行い、同国の運輸セクターにおけるリロングウェカムズ国際空港の位置づ

けや本事業の必要性・妥当性を確認する。 

３）カムズ国際空港の旅客ターミナルビル及び関連機材の現状・課題を確認する。

必要に応じて空港関係者、航空会社等からの聞き取り調査を行う。 

４）本事業の要請の経緯と内容についてマラウイ側の意向を確認する。 

５）本事業に関連する他ドナーや国際機関の支援（内容、実施時期）及びそれら案

件から得られた教訓についての確認を行う。特に、以下の動向に関しては十分

な調査を行う。 

ア）欧州投資銀行はリロングウェカムズ国際空港における予備調査を実施し、同

空港の改良事業に融資する可能性もあることから、その詳細を確認し、支援

の重複がないことを確認する。 

イ）南部アフリカ開発共同体（Southern African Development Community：SADC）

を通じた地域連携として、南部アフリカ諸国が ADS-B を導入する構想がある

ことから、その現状について確認する。 

 

（４）プロジェクトの実施体制の確認 

先方実施機関となるDCA、旅客ターミナルビルや駐車場等の運営維持管理を担当す

る空港開発公社（Airport Development Limited：ADL）等を対象に、予算、組織体制、

人員、運営維持管理能力、技術水準、他の関係機関等について調査し、本プロジェク

トの実施機関として問題がないか確認する。 

 

（５）サイト状況調査 

本調査にて行う設計、施工・据付計画、積算について必要な精度を確保するため、

リロングウェカムズ国際空港において以下に示すサイト状況調査を行う。なお、７）

については現地再委託にて実施することを認める。 

１） 旅客ターミナルビルにおける旅客、送迎客、手荷物取扱いの現状、混雑発生の

原因等を調査する。 
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２） 施設建設や機材設置場所の現状を確認する。 

３） 旅客ターミナルビルにおける建築物の損傷や設備の劣化等の診断を行う。建物

診断の範囲は、外装・内装及び設備とする。 

４） 機内食設備、空港監視システム、地上支援機材、空港高圧配電システム、航空

管制システムの状況を調査する。 

５） 旅客ターミナルビルの現状図面を入手し、必要に応じてアップデートする。 

６） 別紙のとおり自然条件調査（地形測量及び地質調査）を行う。具体的な自然条

件調査の細目（調査項目、調査内容、仕様、数量等）についてはコンサルタン

トがプロポーザルで提案すること。また、上記項目以外に必要と判断される自

然条件等の調査がある場合は、併せてプロポーザルで提案すること。 

７） ADS-B については、航空機の機上装置の対応性に係る調査結果に基づき、監視

システムの運用方法を想定して導入の是非を検討する。この際、SADC が同シス

テムを地域的に導入する構想を持つことから、航空管制に係る地域連携の観点

からも検討を行う。 

８） 本事業の成果指標の想定及び成果予測を行い、評価に必要な指標に関するベー

スライン（現況値）の確認を行う。なお、ベースライン調査については既存資

料、既存データ等の収集、整理等により行うこととする。 

 

（６）環境社会配慮 

JICA 環境ガイドラインに沿って、次の事項について調査する。なお、調査は IEE

レベルとする。 

１）相手国側の環境社会配慮制度・組織の確認 

ア）環境社会配慮（環境影響評価、住民移転等）に関連する法令や基準等（ガイ

ドラインとの整合性を確認） 

イ）環境社会配慮に係る各種関係機関の役割の確認 

２）ステークホルダー会議及び調査を通じたプロジェクト・サイトの環境・社会状

況（土地利用、自然環境、住民移転の必要性等）の確認 

３）上記状況確認等に基づくスコーピング案の作成 

４）同じく上記状況確認等の範囲内での代替案の比較、緩和策の検討及びモニタリ

ング計画の作成 

 

（７）協力対象事業の計画策定 

上記調査及び JICA との協議を踏まえ、協力対象事業の計画策定（概略設計）を行

う。計画策定には最低限、以下の項目を含める。なお、設計に当たっては「準備調

査の設計・積算マニュアル（試行版）」（2009 年 3 月）（以下、「設計・積算マニュア

ル」）に準拠して設計総括表を作成の上、JICA に対しその内容を説明し、確認を取る

こととする。 

 １）計画・設計の基本方針 

  自然環境条件や現地建設事情、施工・据付後の維持管理等についての対応（設計）

方針を整理し、併せて設計基準を設定する。 

 ２）概略設計 

上記を踏まえて本プロジェクトとして計画・設計される事業内容の基本計画を検

討し、以下の内容を最低限含むものとする。作成に当たっては施設・機材の必要性

や費用効果等を考慮し複数の代替案を設定し、比較検討を行った上で最適案を提示
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する。また、旅客ターミナルビルの改修・拡張・修繕並びに関連機材の整備に係る

基本計画（以下のア）及びイ））の作成においては施設・機材の必要性と費用を考

慮し、その結果を第１回現地調査期間中に先方政府と協議することとする。 

ア）旅客ターミナルビル基本計画 

 設計対象交通量（航空旅客取扱数等）の設定 

 旅客ターミナルビル主要施設（チェックインカウンター、検査ブース、待合

スペース等）に係る要件設定 

 旅客ターミナルビル増築部計画図、既存改修部計画図、損傷・劣化箇所の修

繕計画 

 構内道路・駐車場改良計画平面図 

 旅客ターミナルビル設備及び機材リスト（概略仕様・数量） 

イ）関連機材基本計画 

 設備及び機材リスト（概略仕様・数量） 

 ３）施設概略設計図 

 ４）機材仕様書 

 ５）施工・据付計画 

・施工・据付方針 

・施工・据付上の留意事項 

・施工・据付区分（先方負担工事との区分） 

・施工・据付監理計画 

・品質管理計画 

・資機材等調達計画 

・実施工程 

 

 なお、上記「旅客ターミナルビル基本計画」については以下の点に留意する。 

  ・ 現在、チェックインカウンター、出国検査ブース、旅客・機内手荷物検査エリ

ア、出発待合ホール、入国管理ブース、手荷物受取エリア等において大きな混

雑が生じている。本計画において適切な旅客取扱数及び手荷物取扱数を想定し、

これらの処理に必要な施設を計画する。 

  ・旅客ターミナルビル既存部分について建物・設備の診断を行い、各部の劣化状

況（劣化具合、緊急度等）を調査の上、優先度の高い項目について修繕計画を

策定する。 

  ・フライト表示システムや館内放送システムの不備等、既存設備の問題点を分析

し、改善策を検討する。 

  ・旅客ターミナルビルの改修・拡張に伴い、旅客ターミナルビル前面道路及び駐

車場の改修が必要となる可能性がある。改修を行う場合には、空港利用者によ

る公共交通機関やタクシー等への安全かつ効率的なアクセスの確保や、空港周

辺道路との関係性（周辺の交通へ与える影響、周辺の交通から受ける影響）に

留意する。 

また、上記「関連機材基本計画」については以下の点に留意する。 

・機材の運用に必要な電源の状況（安定性、停電、事故の発生可能性等）や落雷

被害の可能性について調査し、必要に応じて保護対策を検討する。 

・屋外に設置する機材に対しては、現地の気象条件（特に温度、湿度）に十分耐

性のある仕様や保護対策を検討する。 
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・既存空港を運用しながらの事業となるため、実施機関及び関係機関とも調整の

上、空港運用への影響を最小限とする効率的な施工計画を策定し、施工中の安

全管理についても十分検討を行うこととする。 

 

（８）調達事情調査 

本プロジェクトで必要となる資機材（骨材、コンクリート、アスファルト、建設機

材等）や労務について、現地調達や第三国調達の可能性を検討し、関連法規及び調達

事情（調達先、調達方法、調達期間、調達価格等）を調査する。また、現地代理店、

スペアパーツ調達方法、メンテナンス、アフターサービス体制等についての調査を行

い、概略設計に反映させる。 

 

（９）施工・据付計画調査 

労務状況、労務関連法規、雨季の施工条件を調査し、必要に応じて施工・据付計画

に反映させる。また、空港運用中の施行・据付となることから、その制約条件（時間

帯、場所、法規等）を確認し、施工・据付計画に反映させる。 

 

（10）技術支援計画の検討 

 本事業で調達する施設・機材の運用維持管理を効果的に行うために必要となるソフ

トコンポーネント等の技術支援の必要性について検討する。技術支援の実施に必要性

が認められた場合は、ソフトコンポーネント計画書等を作成する。 

 

（11）相手国側負担事項の確認 

相手国側負担事項（サイト整備、電源引込み工事、既存施設・機材の撤去・移設等）

並びに無償資金協力として事業を実施する際のマラウイ政府の免税措置を確認する。 

 

（12）相手国側の維持管理計画の検討 

 本プロジェクトで整備する施設及び機材を適切に運用するために必要なマラウイ

政府側の体制を検討する。また、施設及び機材の運用維持管理の計画を策定し、必要

となる費用を積算する。先方の実施能力を検討の上、プロジェクトの持続性確保の観

点から、運用維持管理に改善が必要な場合には改善策を提言する。 

 

（13）概略事業費の算出 

 プロジェクト及びその中で我が国無償資金協力の対象として計画する「協力対象事

業」の概略事業費、及びプロジェクトの維持管理費の概略事業費を積算する。積算に

当たっては、設計・積算マニュアルに準拠して積算総括表を作成し、JICA に対しその

内容を説明し、確認を取ることとする。 

なお、設計精度については、概略事業費の積算において算出される事業費と詳細設

計の結果算出される事業費との差が±10％以内に納まるような精度を確保する。また、

機材仕様の検討については、入札に対応できる精度を確保する。 

１）準拠ガイドライン 

具体的積算に当たっては、上記マニュアルの補完編を参照して積算を行う。 

２）概略事業費にかかるコスト縮減の検討  

概略事業費の算出の際にはコスト縮減の可能性を十分に検討し、コスト縮減にか

かる検討結果を「無償資金協力に係る報告書等作成のためのガイドライン」（2012
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年 11 月）に記載の様式に取り纏め、概略事業費積算内訳書に綴じ込み提出する。 

３）事業費等のドナー比較 

事業費については、その妥当性を確認するため、他ドナー等が実施した類似案件

についての以下を含む情報を入手し、比較表及び参考となる写真を添付して「事業

費等のドナー比較資料」（様式の指定なし）を作成し、概略事業費積算内訳書に綴

じ込み提出する。 

ア）実施時期 

イ）事業費（総事業費及び内訳） 

ウ）概略の仕様 

エ）入札方法（PQ 基準、ロット分け等） 

オ）契約条件（総価方式／BQ 方式、支払い条件（履行保障の有無等）等） 

カ）施工監理方法（品質管理、工程管理、安全管理等） 

 

（14）協力対象事業実施に当たっての留意事項の整理 

協力対象事業の円滑な実施に直接的な影響を与えると考えられる留意事項を整理

する。 

 

（15）プロジェクトの評価指標設定 

 プロジェクトの評価は開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）

の評価 5項目に配慮しつつ、特に妥当性と有効性について分類して整理する。有効性

については①定量的効果、②定性的効果に分類して評価する。定量的効果については

可能な限り定量的指標を設定し、プロジェクト完成後約３年を目処とした目標年の目

標値を設定する。 

 本プロジェクトにおいては、定量的指標として①航空旅客取扱数、②旅客待ち時間

などが想定されるが、他にプロジェクトの成果や裨益効果、事後評価のための評価指

標及びそのために必要と判断される調査がある場合には、プロポーザルで提案するこ

ととする。 

 

（16） 準備調査報告書（案）の作成 

上記調査結果を準備調査報告書（案）（機材仕様書（案）を含む）として取り纏め、

その内容について JICA と協議する。 

 

（17） 準備調査報告書（案）の説明・協議（第２回現地調査） 

上記準備調査報告書（案）をマラウイ政府関係者等に説明し、内容を協議・確認す

る（概算事業費を含む）。特に、プロジェクト実施における維持管理体制の整備や環

境社会配慮など、相手国側によるプロジェクトの技術的・財務的自立発展性確保のた

めの条件、具体的対応策について十分説明・協議する。 

協議の結果、準備調査報告書(案)（機材仕様書（案）を含む）の内容について相手

国側からコメントがなされた場合は、これを十分検討のうえ、必要に応じプロジェク

ト全体及び無償資金協力事業の基本構想を変えない範囲で修正を加え、準備調査報告

書に反映させる。 

 

（18）準備調査報告書等の作成 

マラウイ政府関係者等への準備調査報告書（案）の説明・協議を踏まえ、以下の成
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果品を作成する。 

以下の２）は、無償資金協力事業が国庫債務負担行為（国債）によって実施される

場合に、案件登録のために必要とされる資料である。簡易版の内容は後に提出するこ

とになる概要資料での記載内容を簡略化したものであり、概略事業費については現地

概要説明を経て最終的に算出されるものと同等の精度である必要はないが、その提出

時点での可能な限り高い精度で作成するものとする。2014年10月上旬までに概要資料

（簡易版）を作成し、2015年2月上旬までに概要資料を取り纏める。 

１）概略事業費（無償）積算内訳書 

２）概要資料（簡易版） 

 ３）概要資料(完成予想図を含む) 

４）準備調査報告書(完成予想図を含む) 

５）機材仕様書 

６）デジタル画像集（デジタル画像 40 枚程度） 

 

７．成果品等 

調査の各段階において作成・提出する報告書等は以下のとおり。このうち、5)から

9)を成果品とする。なお、以下に示す部数は JICA へ提出する部数であり、先方関係

機関との協議や国内の会議等に必要な部数は別途用意すること。 

 

（１）業務計画書 和文 1部 

（２）インセプション・レポート： 和文 3部、英文 12 部（うち、先方政府分 10 部） 

（３）現地調査結果概要： 和文 7部 

（４）準備調査報告書（案）： 和文 7部、英文 12 部（うち、先方政府分 10 部） 

（機材仕様書（案）を含む） 

（５）概略事業費（無償）積算内訳書： 和文 2部 

（コスト縮減検討資料、事業費ドナー比較資料を含む。） 

（６）概要資料（簡略版）： 和文 1部及び CD-R 1 枚 

（７）概要資料(完成予想図を含む)： 和文 1部及び CD-R 1 枚 

（８）準備調査報告書(完成予想図を含む)：和文（製本版）8部及び CD-R 2 枚 

  英文（製本版）15 部及び CD-R 2 枚 

 和文（簡易製本版）3部及び CD-R 1 枚 

（９）デジタル画像集（デジタル画像 40 枚程度）： CD-R 2 枚 

 

注1) 1) 業務計画書については、共通仕様書第６条に規定する計画書を意味して

おり、同条に規定する事項を記載するものとする。 

注2) 6) 概略事業費（無償）積算内訳書については 2009 年 3 月に策定された「準

備調査の設計・積算マニュアル（試行版）」の補完編を、その他については

「無償資金協力に係る報告書等作成のためのガイドライン（2012 年 11 月改

訂版）」に準拠することとする。 

注3) 9) 準備調査報告書（和文：製本版）には概略事業費の記載があるため、施

工・調達業者契約認証まで公開制限を行っている。このため、本調査完了後

直ちに調査内容を公開するために概略事業費を記載しない報告書として準

備調査報告書（和文（簡易製本版））を作成する。 

注4) 報告書類の印刷、電子化（CD-R）については、「コンサルタント等契約にお
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ける報告書の印刷・電子媒体に関するガイドライン（2010 年 3 月）」を参照

する。 

注5) 特に記載のないものはすべて簡易製本（ホッチキス止め可）とする。簡易製

本の様式については、上記ガイドラインを参照する。 

注6) 報告書等全体を通じて、固有名詞、用語、単位、記号等の統一性と整合性を

確保すること。また、英文報告書の作成にあたっては、その表現ぶりに十分

注意を払い、必ず当該分野の経験・知識ともに豊富なネイティブスピーカー

の校閲を受けること。 
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第３ 業務実施上の条件 

１．業務工程計画（案） 

2014 年 7 月下旬に事前準備を開始し、8月上旬より第 1回現地調査、10 月上旬に概

要資料（簡易版）の提出、2015 年 2 月上旬に第２回現地調査を実施することを想定す

る。同年 2月上旬までに概要資料、同年 4月上旬までに準備調査報告書を含む成果品

を作成・提出する。 

 

       時期 

 

項目 

2014

年 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

2015

年 

1 月 

 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

事前準備 

 

第 1 回現地調査 

 

国内解析 

 

第 2 回現地調査 

 

概要資料（簡易版）

提出 

 

概要資料提出 

 

準備調査報告書提出 

 

 

 

         

 

２．業務量の目途と業務従事者の構成（案） 

（１）業務量の目途：約23.00M/M 

 

（２）業務従事者の構成（案）： 

１）業務主任／空港ターミナルビル建築計画（2号） 

（全体計画及びビル改修・拡張計画） 

２）空港設備・機材計画（3号） 

３）航空管制機材計画（3号） 

４）建築修繕計画（既存ビルの損傷・老朽部分の修繕計画） 

５）建築構造設計（拡張部分の構造・強度計算等） 

６）電気施設設計 

７）施工・据付・調達計画／積算 

８）自然条件調査／土木設計（土木設計は主に構内道路・駐車場の設計） 

９）環境社会配慮 

 

なお、業務従事者の構成は上記を想定しているが、業務内容及び業務工程を考慮の

上、より適切な構成がある場合、プロポーザルにて提案すること。また、上記の格付
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けは目安であり、これを超える格付けを提案する場合には、その理由及び人件費を含

めた事業費全体の経費節減の工夫をプロポーザルに明記すること。 

 

３．配布資料 

カムズ国際空港旅客ターミナルビル拡張計画図（ADL 作成） 

 マラウイ国「航空管制人材育成プロジェクト」詳細計画策定調査報告書 

 

４．貸与資料 

 リロングウェカムズ国際空港ターミナル改修計画要請書 

 

５．JICA からの参加団員の構成と現地調査行程（案） 

（１）第1回現地調査 

１）団員構成：総括、計画管理 

２）調査行程：約 9日間 

３）目的： 

相手国関係機関との協議及び現地調査を通じて本事業の内容を検討し、双方

の合意事項に関するミニッツを取り纏める。 

 

（２）第2回現地調査（準備調査報告書（案）説明） 

１）団員構成：総括、計画管理 

２）調査行程：約 9日間 

３）目的： 

準備調査報告書（案）に関する双方の合意事項などに関するミニッツを取り

纏める。 

 

６．現地再委託 

以下の項目（詳細は別紙を参照）については、当該業務について経験・知見を豊富

に有する機関・コンサルタント・NGO・現地施工業者等に再委託して実施することを

認める。 

（１）地形測量 

（２）地質調査 

 

現地再委託にあたっては、「コンサルタント等契約における現地再委託契約手続き

ガイドライン」（2012 年 4 月）に則り選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務

遂行に関しては、現地において適切な監督・指示を行うこと。プロポーザルでは、現

地再委託対象業務の実施方法と契約手続き（見積書による価格比較、入札等）、価格

競争に参加を想定している現地業者の候補者名並びに現地再委託業務の監督・成果品

の検査の方法等、より具体的な提案を可能な範囲で行うこと。 

上記の業務については、現時点で作業の詳細や業務量が明確にできず、正確な見積

もりを行うことが困難であるため、見積価格を分けて提示すること。 

 

７．その他の留意事項 

（１）無償資金協力事業の実施体制 

本計画の実施が我が国の一般プロジェクト無償として実施される場合、JICAは本調
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査を実施した本邦コンサルタントを、実施設計及び施工監理を実施するコンサルタン

トとして先方政府に推薦することを想定している。また、実施設計・施工監理体制に

関する提案は、プロポーザル作成時点で想定される業務内容、作業計画及び要員計画

をプロポーザルに記載する。その際、「コンサルタント契約におけるプロポーザルの

作成ガイドライン」（2013年11月）の様式-2および様式-3を準用した表を添付する。 

 

（２）業務主任の総括団員への同行 

現地調査に関し、業務主任は、総括団員滞在期間中は原則として総括団員の調査に

同行することとするが、その他の団員は業務の効率を考慮し、別行動での調査を実施

することを妨げない。 

 

（３）複数年度契約 

本業務については、年度を跨る契約（複数年度契約）を締結することとし、年度を

跨る現地作業及び国内作業を継続して実施することができる。経費の支出についても

年度末に切れ目なく行えることとし、会計年度毎の精算は必要ない。 

 

以上 
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（別紙） 

マラウイ国「リロングウェカムズ国際空港ターミナル改修計画準備調査」 

にかかる自然条件調査仕様書 

 

１．目的 

自然条件調査は、本調査を行う上で必要な精度を確保するため、プロジェクト・サ

イトにおける地形、地質などの自然条件を的確に把握するもので、これにより対象施

設・設備の適切な構造および規模を決定し、設計施工計画、据付計画、積算に資する

ものとする。 

また、本計画により新設される施設・設備が環境に及ぼす影響を適切に予測し、本

計画の妥当性の判断に資すると共に、環境への影響の少ない設計・施工を検討するた

めに行うものである。 

以下に実施すべき調査項目を参考までに記すので、先方要請内容も勘案の上、コン

サルタントは必要な調査の細目（調査方法、項目、手法、位置、数量、成果など）を

検討し、プロポーザルにて提案するものとする。 

なお、必要な自然条件調査は本調査の中で行うことを原則とする。ただし、本調査

の中でやむを得ない事情が発生しそうな場合、本調査で決定した設計を基本的に変え

ないことを条件に、無償資金協力の実施決定以降に行う詳細設計等にて必要最小限の

調査を実施することは差し支えないが、その場合はプロポーザルにその旨記述するも

のとする。 

 

２．調査項目 

（１）地形測量 

調査目的： 施設の設置計画に必要な地形の情報を把握する。 

調査位置： リロングウェカムズ国際空港ターミナル改修計画に必要な範囲

（80,000㎡程度） 

調査内容： 平板測量、縦横断測量 

実施方法： 現地再委託 

成果品： 地形図、縦横断図 

 

（２）地質調査 

調査目的： 施設の支持基盤の確認に必要な地質の情報を把握する。 

調査位置： リロングウェカムズ国際空港ターミナル改修計画に必要な範囲 

（ボーリング最大3ヵ所） 

調査内容： ボーリング調査（1ヵ所当たり深さ最大20m） 

実施方法： 現地再委託 

成果品： 地質調査報告書 

以上 


